
図１ 神奈川の総⼈⼝の推移

神奈川県の概況総人口は着実に増加の一途をたどってきており、2010年⼈⼝(国勢調査)は、
9,048,331人で全国２位となっている。
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図２ 神奈川の将来推計⼈⼝
神奈川県の概況県の人口推計では、2018年に913.4万人でピークを迎え、その後減少していく

ことが⾒込まれている。
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低位推計：2015年、908.3万人でピーク
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高位推計：2020年、920.7万人でピーク

（前回推計：2019年、903.1万人でピーク）

（神奈川県政策局作成）



図３ 年齢３区分別の⼈⼝推計
神奈川県の概況今後、年少⼈⼝と⽣産年齢⼈⼝が減少する中で、⽼年人口の増加が予測さ

れている。
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神奈川県の概況神奈川県の2040年時点での75歳以上の人口は、数では東京都に次いで全
国２番⽬、伸び率では沖縄県に次いで全国２番⽬となると予測されている。

図４ 都道府県別75歳以上⼈⼝の伸び率（2015年→2040年）
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神奈川県の概況増加傾向にあった世帯数は、2030年頃にピークを迎えると予測されている。単
独世帯が増加しており、特に⾼齢者単独世帯の増加が⾒込まれている。

図５ 世帯の動向
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図６ 地域政策圏別の人口推計
神奈川県の概況三浦半島地域と県⻄地域においては、すでに⼈⼝減少が始まっているが、それ

以外の地域でも順次⼈⼝がピークに達すると⾒込まれている。
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○ 三浦半島地域圏 横須賀、鎌倉、逗子、三浦の各市域、葉山町域
○ 県央地域圏 相模原、厚木、大和、海老名、座間、綾瀬の各市域、愛川、清川の各町村域
○ 湘南地域圏 平塚、藤沢、茅ケ崎、秦野、伊勢原の各市域、寒川、大磯、二宮の各町域
○ 県西地域圏 小田原、南足柄の各市域、中井、大井、松田、山北、開成、箱根、真鶴、湯河原の各町域



図７ 市町村別人口の増減状況（2005年→2010年）
神奈川県の概況三浦半島地域・県⻄地域において、⼈⼝減少している市町村が⽬⽴つ。
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中井町(10,010)、真鶴町(8,212)、清川村(3,459)



図８ 県内の外国人数、定住外国人の割合の推移
神奈川県の概況県内の外国人数は2009年をピークに減少傾向にあるが、定住外国⼈割合は

増加傾向にある。
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図９ 県内製造業の事業所数の推移
神奈川県の概況製造業の事業所数は減少傾向にあり、特にリーマンショック以降の減少が顕著

となっている。
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図10 入込観光客数の推移
神奈川県の概況県内を訪れる観光客数は東⽇本⼤震災の影響から着実に回復し、横浜、鎌

倉、箱根の主要観光地を中心に増加している。
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（「神奈川県入込観光客調査」より作成）

注1上表中〔延〕は〔延観光客数〕、〔日〕は〔日帰り客数〕、〔宿〕は〔宿泊客数〕を、（ ）内の数値は〔対前年増減率（％）〕をそれぞれ示す。
2横浜・川崎地域（横浜市、川崎市）、三浦半島地域（横須賀市、逗子市、三浦市、葉山町）、湘南地域（平塚市、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町、大磯町、二宮町）、箱根・湯河原地域（小田
原市、南足柄市、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町）、丹沢・大山地域（秦野市、厚木市、伊勢原市、中井町、大井町、松田町、山北町、愛川町、清川村）、相模湖・相模川流域（相模原市、
大和市、海老名市、座間市、綾瀬市）のそれぞれの地域を示す。
3平成14年から大和市が、平成15年から開成町・中井町・大井町が、平成16年から綾瀬市が本調査を実施した。
4平成21年に相模原市が合併に伴う調査地点の見直しを実施している。



図11 神奈川県の⾯積
神奈川県の概況神奈川県は全国で５番⽬に⼩さい都道府県であり、北海道の約1/35の大き

さである。

（神奈川県政策局作成「わたしたちの神奈川県(平成26年度版)p.23）



図12 ⼟地利⽤現況（2005年 平成17年）
神奈川県の概況丹沢⼭地・箱根⼭地は、⼭林を中⼼とする⾃然的⼟地利⽤となっており、農

地は、三浦半島と相模川や酒匂川沿いの平野に多く分布している。



神奈川県の概況羽田空港から横浜への所要時間は、鉄道で20分、バスで35分であり、成田空
港から横浜への所要時間は、鉄道で75分、バスで85分となっている。

図13 首都圏空港の近接

第７回 東京圏における今後の都市鉄道のあり方に関する小委員会資料



図14 神奈川の道路交通網
神奈川県の概況県内の道路延⻑は、国道・県道・市町村道をあわせて２万5,590㎞（平成

26年４⽉現在）。



図15 神奈川の鉄道交通網
神奈川県の概況県内の鉄道は、平成26年３⽉31日現在で、ＪＲが13路線、駅数110駅、

⺠鉄が23路線、駅数235駅、横浜市営地下鉄が、駅数40駅。



図16 エリア区分のイメージ
神奈川県の概況
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施策エリアの区分は、３政令市と４エリアの他、海沿いをシープロジェクトエリ
ア、⼭沿いを丹沢・⼤⼭ラインとして設定することが考えられる。
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図1 神奈川県の完全失業率の推移 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

15〜24歳および25〜34歳の若年者の完全失業率が他の世代に⽐べて⾼いものの、
直近３年間で改善傾向にある。
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（総務省「労働力調査結果」から作成）



図2 正規雇用と非正規雇用労働者の推移
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

非正規雇用労働者は、平成6年から平成16年までの間に⼤きく増加し、以降
現在まで緩やかに増加しており、雇用形態別にみると、パート・アルバイトが多い。

（出所）平成11年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）長期時系列表9、平成16年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10



図3 賃⾦カーブ（時給ベース） 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。⾮正規雇⽤は、⽣涯を通じて賃⾦の⽔準が⼤きく上がらない。

（注） 1）賃金は、平成26年6月
分の所定内給与額。
2） 一般労働者の平均賃金
は、所定内給与額を所定内実
労働時間数で除した値。
3） 一般労働者：常用労働者の
うち、「短時間労働者」以外の
者。

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成26年） 雇用形態別表：第1表

者。
4） 短時間労働者：同一事業所
の一般の労働者より1日の所定
労働時間が短い又は1日の所
定労働時間が同じでも1週の所
定労働日数が少ない労働者。
5） 正社員・正職員：事業所で
正社員・正職員とする者。
6）正社員・正職員以外：事業所
で正社員・正職員以外の者。



図4 就労形態別・配偶者のいる割合（男性）
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。男性の非正規雇用では、正規雇用に比べ配偶者のいる割合が低い。
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図５ 神奈川県の農業出荷額、基幹的農業従事者の推移
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

神奈川県における農業産出額は下げ⽌まりの傾向があるものの、基幹的農業
従事者数については依然として減少傾向にある。

神奈川県における農業産出額の推移 神奈川県における基幹的農業従事者数の推移
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図６ 県内の農業⽣産関連事業を⾏っている農業経営体数と構成⽐ 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

⾃ら⽣産した農産物を⽤いて加⼯するなど、農業⽣産関連事業を⾏っている農業経営体数は県内7,076経営体で、
農業経営体数全体（15,612経営体）の45.3％となっている。（全国は20.9％）。最多は「消費者に直接販売」
で、6,811経営体が⾏っている。
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【世界農林業センサス2010】



図７ 新規就農者の内訳 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

新規就農者のうち３割程度はUターン・新規参入者が占めている。

（出所）わたしたちのくらしと神奈川の農林水産業（平成26年度版）



図８ 全国の農業への参入法人数の推移 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

改正農地法の施⾏後、約３年６ヶ⽉で新たに1,261法人が参入している。

【農林水産省経営局作成資料】



図９ 製造業における神奈川県の製品出荷額、事業所数の順位
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

製造業については、製造品出荷額ベースで全国２位、事業所数ベースで全国
7位の工業集積を有する。
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図10 ⼯場⽴地件数の関東近県との⽐較
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。他県と⽐較すると近年の⼯場⽴地件数は少ない。

50

60

70

80

茨城

工業立地件数（電気業を除く）[平成21年～平成26年]（関東１都６県）
（件）

0

10

20

30

40

50

21年 22年 23年 24年 25年 26年

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

（経済産業省「工場立地動向調査」から作成）



図11 製造業における県内市町村別出荷額
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

市町村別の製造品出荷額については、３つの政令指定都市のほか、藤沢市・
平塚市などの出荷額が県内で上位を占めている。

川崎市川崎区
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（出所）工業統計調査
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図12 健康・未病産業、最先端医療産業の創出 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

神奈川県・横浜市・川崎市では、健康・未病産業と最先端医療関連産業の
創出による経済成⻑プランを平成25年9月に示した。

（出所）健康・未病産業と最先端医療関連産業の創出による経済成長プラン



図13 健康・未病産業、最先端医療産業の創出 基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

「⽇本再興戦略」において、国⺠の「健康寿命」の延伸に関する市場規模や雇
用規模が示されている。

新たな成長戦略～「日本再興戦略
-JAPAN is BACK-」～ 戦略市場創造
プラン

以下の４つのテーマについて、その実現に
向けての具体的取組とともに、2030年時点
の達成すべき社会像、成果指標、ライフス
タイルを設定し、戦略分野毎の施策展開を
示した行程表（ロードマップ）を作成。

＜目指す社会像＞
予防から治療、早期在宅復帰に至る適切なケアサイクルを確立。

＜具体策＞

 効果的な予防サービスや健康管理の充実により、健やかに生活し、老いることができる社会に向け、
健康寿命伸長産業の育成、予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくり、医療・介護情報の
電子化の推進、一般用医薬品のインターネット販売などを実施します。

 医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端の医療等が受けられる社会に向け、医療分野の
研究開発の司令塔機能（「日本版NIH」）の創設、医薬品・医療機器開発・再生医療研究を加速させる

テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸

テーマ２：クリーン・経済的なエネルギー
需給の実現

テーマ３：安全・便利で経済的な次世
代インフラの構築

テーマ４：世界を惹き付ける地域資源
で稼ぐ地域社会の実現

研究開発の司令塔機能（「日本版NIH」）の創設、医薬品・医療機器開発・再生医療研究を加速させる
規制・制度改革、医療の国際展開などを実施します。

 病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより、早く社会に復帰できる社会に向け、医
療・介護サービスの高度化、生活支援サービス・住まいの提供体制の強化、ロボット介護機器開発
５ヶ年計画の推進などを実施します。

市場規模： 国内 26兆円（2020年）、 37兆円（2030年） ※16兆円（現在）
海外 311兆円（2020年）、 525兆円（2030年） ※163兆円（現在）

雇用規模： 160万人（2020年）、 225万人（2030年） ※ 73万人（現在）

（出所）日本再興戦略



図14 神奈川県の観光⼊込客数・観光消費額単価
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

神奈川県の観光⼊込客数は年間のべ４億⼈回だが、⼤半は⽇帰り観光と
なっており、宿泊観光は観光⼊込客数全体の２〜３％にとどまる。

神奈川県における観光入込客数
（宿泊・日帰り×県内・県外別）

神奈川県における観光消費額単価
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図15 神奈川県における訪⽇外国⼈の訪問者数・訪問率
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

神奈川県を訪れる訪⽇外国⼈数は2014年で年間165万⼈で、訪問率は
12.3%となっている。
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図16 県内市町村における訪日外国人の宿泊数の推移
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

横浜市、川崎市、箱根町の状況を⾒ると、東⽇本⼤震災によって⼤きく落ち
込んだものの、円安などによって2013年以降は回復傾向にある。

神奈川県における訪日外国人の主な宿泊先
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（出所）観光庁「宿泊旅行統計」



図17 神奈川県における創業・起業に関するデータ
基本目標１

県内にしごとをつくり、安
心して働けるようにする。

神奈川県における創業⽐率は、全国平均に⽐べて0.5〜1ポイントほど高く、
特に横浜市における創業⽐率が⾼い。

創業比率

（地域経済分析システムから）



図１ 神奈川県の性別・年齢階級別の⼈⼝移動状況の⻑期動向 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る10代後半、20代前半の若年層の転⼊超過は⻑期的な傾向となっている。
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（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）



図２ 神奈川県の性別・年齢階級別の⼈⼝移動状況(2005年→2010年） 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

10代後半、20代前半の若年層で転⼊超過が際⽴っているが、男性の⽅が⼥
性より振れ幅が大きい。
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（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）



図３ 神奈川県の年齢階級別の⼈⼝移動状況（2010年~2013年）
基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

最近のデータを⾒ても、15〜19歳、20〜24歳の若年層を中⼼に転⼊超過
が続いている。また、60〜64歳の層は、転出超過が続いている。
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（総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」から作成）



図４ 神奈川県の地域ブロック別の人口移動状況 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

中部や北海道・東北からの転⼊超過が⼤きい。東京圏に対しては転出超過と
なっている。
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図５ 高校から大学入学にかかる移動 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

⾼校⽣の⼤学進学に際して、隣接している東京都を除き、すべての地域に対し
て転入超過となっている。
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図６ 市町村別20-24歳⼈⼝の純移動率 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

⼀部地域を除いて県⻄地域、三浦半島地域の純移動率はマイナスである。横
浜市、川崎市など県東部や県央・湘南地域の純移動率は⾼い。

最高値：
箱根町（55.97%） 20-24歳人口の純移動率（2005-2010）

神奈川県 16.61%
横浜市 16.59%葉山町 -16.50%
川崎市 46.05%寒川町 1.78%
相模原市 18.77%大磯町 -6.93%
横須賀市 -0.23%二宮町 -13.97%
平塚市 7.66%中井町 -8.61%
鎌倉市 0.22%大井町 -1.53%
藤沢市 18.21%松田町 -10.88%
小田原市 -3.15%山北町 -19.42%
茅ヶ崎市 -1.47%開成町 -3.17%
逗子市 -11.27%箱根町 55.97%
三浦市 -16.14%真鶴町 -22.49%
秦野市 11.40%湯河原町 -19.11%

（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）

最低値：
真鶴町（-22.49%）

秦野市 11.40%湯河原町 -19.11%
厚木市 12.28%愛川町 -7.21%
大和市 16.90%清川村 -3.96%
伊勢原市 14.47%
海老名市 4.50%
座間市 8.19%
南足柄市 -15.34%
綾瀬市 4.50% 3.00%

0.00%

-3.00%



図７ 市町村別25-34歳⼈⼝の純移動率 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

⼀部地域を除いて県⻄地域、三浦半島地域の純移動率はマイナスである。横
浜市、川崎市など県東部の純移動率は⾼い。

最低値：
秦野市（-21.08%）

25-34歳人口の純移動率（2005-2010）

神奈川県 2.17%
横浜市 4.84%葉山町 -0.82%
川崎市 11.37%寒川町 -2.55%
相模原市 -7.50%大磯町 -8.34%
横須賀市 -7.52%二宮町 -5.67%
平塚市 -6.49%中井町 -9.98%
鎌倉市 1.29%大井町 4.10%
藤沢市 2.98%松田町 -16.35%
小田原市 -1.49%山北町 -14.93%
茅ヶ崎市 4.24%開成町 18.31%
逗子市 3.12%箱根町 -9.90%
三浦市 -15.25%真鶴町 -18.50%
秦野市 -21.08%湯河原町 -7.24%

最高値：
開成町（18.31%）

（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）

秦野市 -21.08%湯河原町 -7.24%
厚木市 -12.02%愛川町 -4.19%
大和市 7.93%清川村 -9.60%
伊勢原市 -7.57%
海老名市 4.31%
座間市 0.45%
南足柄市 2.20%
綾瀬市 1.33% 3.00%

0.00%

-3.00%



図８ 市町村別高齢者(65歳以上人口)の純移動率 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

市町村別の⾼齢者の純移動率については、地域ごとの⼤きな特徴は⾒られな
い。

最高値：
開成町（5.13%）

高齢者の純移動率（2005-2010）

神奈川県 0.95%
横浜市 0.67%葉山町 2.75%
川崎市 1.73%寒川町 0.34%
相模原市 2.56%大磯町 1.59%
横須賀市 -0.10%二宮町 -0.05%
平塚市 -0.89%中井町 3.30%
鎌倉市 1.87%大井町 1.35%
藤沢市 1.78%松田町 -0.91%
小田原市 0.76%山北町 -1.91%
茅ヶ崎市 -0.18%開成町 5.13%
逗子市 -1.61%箱根町 -4.80%
三浦市 3.25%真鶴町 0.15%
秦野市 2.97%湯河原町 2.72%

最低値：
箱根町（-4.80%）

（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）

秦野市 2.97%湯河原町 2.72%
厚木市 0.06%愛川町 -0.44%
大和市 0.69%清川村 -2.06%
伊勢原市 2.34%
海老名市 2.34%
座間市 -1.47%
南足柄市 0.49%
綾瀬市 -0.49% 1.00%

0.00%

-1.00%



基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

⾼齢者の純移動率はプラスで推移しており、その中でも特に75歳以上の後期
高齢者が転入超過数が増加傾向にある。

図９ 神奈川県への⾼齢者の転出⼊の推移
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（総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」から内閣官房が推定した数値を基に作成）



図10 東京都への通勤者数の変化（平成17 年〜22 年 増減率） 基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

東京都への通勤者数が５％以上増加となっているのは、横浜市⻄区・中区、
小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原となっている。

（出所）神奈川県都市計画基礎調査



基本目標２

神奈川への新しいひとの
流れを作る

東海道新幹線の神奈川県内の駅の乗降客数は１⽇平均４万⼈となっている。また、⽻
⽥空港の利⽤者は１⽇平均１8.8万⼈で、うち２万⼈強が国際線利⽤者となっている。

図11 東海道新幹線・⽻⽥空港等の利⽤者数
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図１ 諸外国の合計特殊出⽣率の推移 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

我が国の合計特殊出⽣率を諸外国と⽐較すると、ドイツや南欧・東欧諸国、ア
ジアNIESとともに、国際的にみて最低の水準となっている。

出所：まち・ひと・しごと創生会議（第１回）参考資料



図２ 都道府県別合計特殊出⽣率
基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

神奈川の合計特殊出⽣率は全国平均を下回っており、全国ワースト４位の数
値となっている。

全国ワースト
４位

（厚生労働省「平成25年人口動態統計月報年計」から作成）



図３ 合計特殊出⽣率と出⽣数の推移
基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

神奈川の出⽣率は全国を下回る傾向が続いている。近年は、全国の傾向と同
様にわずかながら回復傾向にある。

2.13
1.91

1.75 1.76

1.54
1.42

1.36
1.26

1.39
1.43

2.23 

1.95 

1.70 1.68 

1.45 

150,000 

200,000 

1.5

2

2.5

出生数

全国

神奈川

全国ワースト
４位

1.261.45 
1.34 

1.28 
1.19 

1.31 
1.31 

0 

50,000 

100,000 

0

0.5

1

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013

（厚生労働省「人口動態統計」、県「神奈川県衛生統計年報」から作成）
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図４ 市町村別合計特殊出⽣率 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

県⻄地域や三浦半島地域に出⽣率の低い地域が⾒られるが、全体傾向はま
だら模様である。
最高値：
南足柄市（１．４６）

合計特殊出生率(2012年)

神奈川県 1.27
横浜市 1.27葉山町 1.18
川崎市 1.28寒川町 1.41
相模原市 1.23大磯町 1.10
横須賀市 1.30二宮町 1.25
平塚市 1.25中井町 0.82
鎌倉市 1.20大井町 1.20
藤沢市 1.31松田町 1.17
小田原市 1.33山北町 1.00
茅ヶ崎市 1.29開成町 1.45
逗子市 1.19箱根町 0.88
三浦市 0.88真鶴町 1.28
秦野市 1.22湯河原町 1.28
厚木市 1.20愛川町 1.03

最低値：
中井町（０．８２）

厚木市 1.20愛川町 1.03
大和市 1.36清川村 1.33
伊勢原市 1.32
海老名市 1.27
座間市 1.26
南足柄市 1.46
綾瀬市 1.39 1.37

1.32

1.22

1.17

（厚生労働省「人口動態統計」、県「神奈川県衛生統計年報」より作成）



図５ 年代別の未婚率（全国と神奈川の⽐較）
基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

神奈川の年代別の未婚率を⾒ると、⼥性は全国平均と同程度である⼀⽅、
男性は全国平均よりも1〜2ポイントほど高い。
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15～19歳 99.0 99.0 99.0 98.9
20～24歳 93.0 91.4 90.1 87.8
25～29歳 72.8 69.2 61.5 58.9
30～34歳 48.3 46.0 34.1 33.9
35～39歳 37.1 34.8 22.6 22.7
40～44歳 29.7 28.0 16.7 17.1
45～49歳 24.0 22.0 12.2 12.4
50～54歳 19.1 17.5 8.9 8.6
55～59歳 16.6 14.4 6.8 6.4
60～64歳 12.1 10.2 5.5 5.4
65歳以上 4.8 3.6 4.1 3.9
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（出所）総務省「平成22年国勢調査」



基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

性別・年代別の未婚率の経年変化を⾒ると、20代後半・30代前半について
は男⼥とも頭打ちの傾向がある⼀⽅、それ以降の年代は増加が続いている。
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（出所）国勢調査



図７ 市町村別未婚率（20~39歳男⼥） 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる県⻄地域や三浦半島地域に未婚率の⾼い地域が⾒られる。

最高値：
箱根町（72.84%）

市町村別未婚率（2010年）

神奈川県 53.76%
横浜市 54.02%葉山町 50.44%
川崎市 51.63%寒川町 53.18%
相模原市 55.05%大磯町 57.37%
横須賀市 54.64%二宮町 56.95%
平塚市 56.69%中井町 57.86%
鎌倉市 54.97%大井町 47.06%
藤沢市 54.27%松田町 61.77%
小田原市 53.94%山北町 64.95%
茅ヶ崎市 51.32%開成町 44.31%
逗子市 53.91%箱根町 72.84%
三浦市 58.93%真鶴町 64.02%
秦野市 58.43%湯河原町 57.28%
厚木市 56.48%愛川町 55.15%

最低値：
開成町（44.31%）

厚木市 56.48%愛川町 55.15%
大和市 50.32%清川村 65.28%
伊勢原市 55.34%
海老名市 51.19%
座間市 53.79%
南足柄市 52.11%
綾瀬市 50.37% 56.76%

54.76%

52.76%

50.76%

（総務省「国勢調査」から作成）



図８ 神奈川の平均初婚年齢の推移
基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

平均初婚年齢は男⼥ともに全国平均を上回って推移しており、男⼥ともに東
京に次いで全国２位という高い水準となっている。
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図９ ⼥性の年齢階級別労働⼒率 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

本県の⼥性の労働⼒率は全体として全国平均よりも低く、特に30歳から40歳
代が低く、いわゆるM字カーブの底が深くなっている。
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図10 市町村別25~49歳⼥性の労働⼒率 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

県⻄地域ほど25〜49歳⼥性の労働⼒率が⾼まる傾向があるものの、直近10
年間で横浜・川崎地域でも5ポイントほど労働⼒率が増加。

 直近10年間における市町村別の25～49歳の女性の労働力率の変化

（出所）国勢調査

0 10km女性の労働力率（25～49歳・2000年） 0 10km女性の労働力率（25～49歳・2010年）
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図11 男性の家事・育児時間の国際比較 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

我が国の男性の家事・育児に費やす時間は世界的にみても最低の水準であ
り、男性の家事・育児時間割合が低いと出⽣率も低い傾向にある。

（出所）文部科学省講演資料から抜粋



図12 都道府県別の夫婦のライフスタイルの比較 基本目標３

若い世代の結婚・出産・子
育ての希望をかえなえる

神奈川県の⼀般的な夫婦のライフスタイルを他県と⽐較すると、夫の睡眠時間は最も短
く通勤時間は最も⻑い。育児時間は夫は平均程度で、妻は上位に位置している。
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図13 待機児童数の推移
基本目標３
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神奈川県の保育所における待機児童数は、着実に減少しているものの、
2014年4月時点で全国4番目の規模となっている。
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基本目標４

人口減少社会に対応した
まちづくりをすすめる

高齢者の単独世帯は今後増加を続けることが予測されている。また、高齢者世
帯に占める単独世帯の割合も増加傾向にある。

図１ 高齢者単独世帯数の将来推計
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」



基本目標 ４

人口減少社会に対応した
まちづくりをすすめる

神奈川県における要⽀援・要介護者数は年々増加。要⽀援・要介護者に占
める75歳以上の割合は８割を超えている。

図２ 神奈川県における要⽀援・要介護者数

神奈川県における要支援・要介護者数の推移 平成26年12月末時点での要支援・要介護者数
と75歳以上の割合（人）
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基本目標 ４

人口減少社会に対応した
まちづくりをすすめる

神奈川県の空き家数・空き家率は年々増加しており、空き家率は10％を超え
る水準に達している。

図３ 神奈川県における空き家数と空き家率の推移
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基本目標 ４

人口減少社会に対応した
まちづくりをすすめる

道路などのインフラ⽼朽化は今後10年で急速に進み、全橋梁の半数以上が建
設から50年を経過する⾒込みである。

図４ 神奈川県内インフラの⽼朽化

建設から５０年以上の橋梁の割合

（出所）神奈川県ホームページ

※県が管理する全橋梁数（1,215橋：平成23年4月
1日時点）に対する割合


